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第 42 回 J-クレジット制度の最新動向と課題 

 
はじめに  

近年、企業の脱炭素化への取り組みが加速する中で、J-クレジット

への注目度が一層高まっています。J-クレジット制度に関する文書の

決定・改廃を審議する「運営委員会」では、制度の更なる拡充と活用

促進に関する議論が交わされています。本稿では、最近の運営委員会

の資料や議論を元に、J-クレジット制度の最新動向について紹介しま

す。  

 

J-クレジットの現状  

J-クレジット制度は、国内での温室効果ガス排出削減・吸収量をク

レジットとして認証する制度として、2013 年の制度開始以来、プロ

ジェクトの登録及び認証、取引を含め、着実に発展を遂げています。  
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方法論の拡充  

J-クレジット制度では、排出削減・吸収活動の種類ごとに「方法論」

が定められており、これに基づいてプロジェクトの登録や排出削減量
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の算定が行われています。  

今年６月に開催された J-クレジット制度事務局の第 35 回運営委員

会では、「無溶剤型ラミネート装置の導入」と「ボイラーへの膜分離装

置の導入」という 2 つの新規方法論が承認されました。前者は、溶剤

を使用しないラミネート加工技術の導入による CO2 排出削減を評価

するもので、後者は、ボイラーの付帯設備として膜分離装置を導入し、

ブロー削減による熱損失の減少を通じて燃料使用量を削減する取り組

みを評価するものです。いずれも、製造業における省エネ・環境負荷

低減の取り組みを後押しする効果が期待されます。  

また、今年 10 月開催の第 36 回運営委員会では、新たに「N2O 分

解装置の導入」が検討されています。この方法論は、アジピン酸製造

プロセスにおいて発生する N2O（一酸化二窒素）を分解する装置を導

入することで、温室効果ガス排出量を削減するプロジェクトを評価す

るものです。  

 

新たな領域への展開  

J-クレジット制度は、従来の省エネルギーや再生可能エネルギー導

入といった分野に加え、新たな領域への展開も進めています。第 36 回

運営委員会では、CO2 の除去・貯留に関連する方法論の策定について

検討が行われています。これは、2050 年カーボンニュートラル実現

に向けて注目されているネガティブエミッション技術（NET）の一つ

である CO2 除去・貯留技術を J-クレジット制度に組み込むことを目

指すものです。具体的には、バイオマス由来の CO2 を回収・貯留する

BECCS（Bio-energy with Carbon Capture and Storage）や、大

気中から CO2 を直接回収する DAC（Direct Air Capture）などの技

術が対象となる可能性があります。このような新たな領域への展開は、

J-クレジット制度の将来的な発展可能性を示すものであり、イノベー

ションの促進にもつながると期待されます。  

また、エネルギー転換の観点から注目されている水素・アンモニア

についても、J-クレジット制度での取り扱いが検討されています。特

に、海外での CCS を伴う非再エネ由来水素・アンモニアの取り扱いに

ついて、相手国での法令整備や永続性の担保、モニタリング期間終了

後の責任の移管などの重要な論点が検討されています。これは、国際

的な炭素クレジットの取引や、グローバルなサプライチェーンにおけ

る排出削減の評価方法として重要な意味を持つといえます。  

 

規程の明確化と利便性向上  

J－クレジット制度におけるプロジェクト登録からクレジット取引

までの各段階における手続は、特に中小企業ではコストと時間がかか

る上、自らの削減活動ではクレジット発行量が小さいため単独で参加

することが難しいという課題があります。  
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第 36 回運営委員会では、プログラム型プロジェクト間での会員の

移動に関する規程の明確化や、森林管理プロジェクトの認証対象期間

に関する追記など、制度文書の改定が検討されています。特に、プロ

グラム型プロジェクトに関する改定は、複数の小規模な取り組みを束

ねて一つのプロジェクトとして登録する仕組みの柔軟性を高めるもの

であり、中小企業の参加を促進する効果が期待されます。  

また、環境省では、ブロックチェーンを活用した  J-クレジットのデ

ジタル化推進の検討が進められており、本年度は、太陽光発電方法論

を対象に、MRV 支援システムを用いたクレジット発行に向けたシステ

ム構築が進められる予定です。  

 

今後の課題  

J-クレジット制度は着実に発展を遂げていますが、今後さらなる普

及・拡大に向けて取り組むべき課題も存在します。  

 

1. クレジットの需要拡大：カーボンプライシングの導入や企業の

自主的な排出削減目標の設定など、クレジット需要を喚起する

政策的・社会的環境整備が重要です。  

2. クレジットの質の確保と信頼性の向上：特に、新たな技術や海

外での活動を対象とする場合、排出削減量の正確な算定やモニ

タリングの確実な実施が求められます。非再エネ由来水素・ア

ンモニア方法論で議論された海外 CCS の取り扱いなどは、こ

の観点から慎重な検討が必要です。  

3. 中小企業や地方自治体など、より幅広い主体の参加促進：プロ

グラム型プロジェクトの活用や、申請手続きの簡素化などを通

じて、参加障壁を低減する取り組みが求められます。  

4. 国際的な炭素市場との連携：パリ協定第 6 条に基づく国際的な

排出権取引の枠組みが整備される中、J-クレジット制度の国際

的な整合性や相互認証の可能性についても検討が必要となる

でしょう。  

5. 技術革新への対応：CO2 除去・貯留技術やデジタル技術の活用

など、新たな技術の登場に迅速かつ適切に対応できる制度設計

が求められます。  

 

 


